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「こども誰でも通園制度の本格実施に向けた検討会」の進め方
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第１回（７月18日）

・令和６年度試行的事業の振り返り
・令和７年度の実施状況・国による伴走的支援の取組の共有⑴

第２回（10月10日）

・令和７年度の実施状況・国による伴走的支援の取組の共有⑵
・こども誰でも通園制度研修についての検討状況報告⑴
・対応の方向性（案）の提示

第３回（12月19日）

・令和７年度の実施状況・国による伴走的支援の取組の共有⑶
・こども誰でも通園制度研修についての検討状況報告⑵
・議論の取りまとめ
・手引改正案の提示（これまでの議論の内容を手引に反映）



【こども誰でも通園制度】令和７年度と令和８年度以降の比較表
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令和７年度 令和８・９年度 令和10年度以降

制度 地域子ども・子育て支援事業 乳児等のための支援給付

人員配置・設備運営基準 保育士1/2配置・保育所並びの設備基準等

利用可能時間 10h
10h

（R8・R9は経過措置有）
※制度の実施状況を踏まえながら、その在り方について引き続き検討

補助・公定価格等
０歳児：1,300円
１歳児：1,100円
２歳児：1,900円

※１時間300円を標準として利用料を徴収

第２回検討会等
での議論を踏まえ、
予算編成過程で

検討

経営状況等を踏まえ
見直しを検討

提供体制 自治体の手上げで実施 全国で実施

研修 子育て支援員研修基本研修＋専門研修
（一時預かり事業・地域型保育）等

こども誰でも通園制度に特化した研修
（R8は引き続き子育て支援員研修基本研修＋専門研修（一時預かり事業・地域型保育）で

従事可とする等の経過措置有）



令和７年度 こども誰でも通園制度 実施状況速報
2025/12/2現在

☆令和７年度は、地域子ども・子育て支援事業として自治体の判断で実施。
☆今年度は、２５２自治体で実施予定。１２月２日時点で２３１自治体で事業が開始されている。

事業所類型の
実施自治体数

※予定数含む
※複数回答含む

認可保育所・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１７２自治体
認定こども園（幼保連携型） ・・・・・・１５７自治体
小規模保育事業所（A型） ・・・・・・６１自治体
認定こども園（幼稚園型）・・・・・・・・６１自治体
認定こども園（保育所型）・・・・・・・・６０自治体
幼稚園（施設型給付を受ける） ・・・・４２自治体
地域子育て支援拠点・・・・・・・・・・・３１自治体
幼稚園（施設型給付を受けない）・・・２８自治体
認可外保育施設・・・・・・・・・・・・・・・１７自治体
事業所内保育事業所・・・・・・・・・・・１７自治体
企業主導型保育施設・・・・・・・・・・・１０自治体
小規模保育事業所（B型） ・・・・・・８自治体
一時預かり事業所・・・・・・・・・・・・・・７自治体
家庭的保育事業所・・・・・・・・・・・・・６自治体
認定こども園（地方裁量型） ・・・・・・５自治体
自治体独自事業（未定含む）・・・・・４自治体
単独（専用）施設・・・・・・・・・・・・・４自治体
小規模保育事業所（C型） ・・・・・・３自治体
児童発達支援センター・・・・・・・・・・・２自治体
放課後デイサービス・・・・・・・・・・・・・・１自治体

運営主体ごとの
実施自治体数

※予定数含む
※複数回答含む

社会福祉法人・・・・・・・・・・・・・・・・・・１５６自治体
公立・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１５６自治体
学校法人・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２９自治体
株式会社・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５０自治体
特定非営利活動法人・・・・・・・・・・・・２７自治体
個人立・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１７自治体
一般社団法人・・・・・・・・・・・・・・・・・・１５自治体
医療法人・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８自治体
宗教法人・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６自治体
合同会社・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４自治体
有限会社・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４自治体
公益財団法人・・・・・・・・・・・・・・・・・・１自治体
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今年度実施予定自治体と開始時期

受入開始（予定）

≪受入開始自治体≫
２３１

※12/2時点

２５２
≪実施予定自治体≫

実施事業所数は、１，９８６か所

※２５２自治体のうち、１７５自治体が令和７年度中に総合支援システムを活用予定。
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令和７年度 こども誰でも通園制度実施（予定）自治体一覧 速報
2025/12/2現在

≪緑色付き自治体は、既に受入れ開始の報告を受けている231自治体≫ 4
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こども誰でも通園制度総合支援システムの利用状況
（令和７年４～1 0月）

○10月は９月に比べて「利用者認定」は約1.2倍、 「利用者数」は約1.4倍に増加している。
○自治体別に見ると、４月比「事業所登録」が約2.7倍、「利用者認定」が約3.6倍に増加している。

実績数業務プロセス

利用者認定

事業所登録

利用

事業所数(件)

認定数(人)

利用者数(人)

システム利用実績（市区町村数）

R7制度実施予定自治体数

R7システム利用予定自治体数
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